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第３節 資料編（カナダ） 
 

① ヒヤリング結果 

図表 1－3－1 ヒヤリング結果（カナダ） 

 

◆カナダ財務省ヒヤリング（2002 年 1月 29 日） 

（１）カナダにおける財政改革 

○カナダ財政の長期的推移 

・ 財政赤字：第 2 次世界大戦中に財政赤字が大きく膨らんだが、1950 年代になると財

政黒字で推移した。しかし、その後は徐々に財政赤字が拡大して 1980 年代に至る。

1990 年代から財政再建が本格化して、現在では財政黒字に転じている。 

・ 純債務：1995 年度には対 GDP比率で 70％に達したが、2000 年度には 50％台にま

で低下している。これを 2010 年までに 40％とする予定である。投資家によるカナ

ダ財政への信認を得るために、純債務を減らさなくてはならない。カナダの場合に

は、アメリカの債務水準との比較が重視されている。 

 

○財政再建の成功要因 

・ 過去 4 年間に財政再建が進展した。それ以前、すなわち 1990 年代なかばに市場の

信認を得ることができず、これをカナダ政府は深刻に受け止めた。 

・ 成功要因として、以下の３つを挙げる。 

１）1980 年代における構造改革 

２）世論の支持 

３）1990 年代における構造改革 

 

○1980 年代における構造改革 

・ 1980 年代の初頭から、歳入を増加させ、歳出を抑制する努力が開始された。当初は

うまく行かなかったが、この努力が後に実を結ぶことになる。 

・ 【税制】 

Ø 税制における物価調整の修正：CPI への連動を弱めることにより租税ブランケ

ットの上昇を防いだ。1984 年度予算から開始され、徐々に効果を発揮した。 

Ø 法人税制の改革：課税ベースの拡大。1990 年代に効力を発揮する。 

Ø 付加価値税（GST）の導入：それ以前は多くの控除、規制が存在し、持続可能

なものとは言い難かった。GST により消費全般に課税が行われるようになっ

た。 

・ 【支出】：物価調整の修正：賃金引上げにおける物価調整を修正させた。 

・ 【民営化】：鉄道、航空機などの Crown Corporationと呼称されるものが民営化さ

れた。これは１）財政困難な時期に売却益をもたらし、２）各企業には民間型のマ



 

 43

ネジメントが導入される効果があった。 

・ 【税収効果】：改革により 1980年代を通して税収の対GDP比率は 15％台から 18％

弱にまで高まるが、1990 年における不況により大きく落ち込んだ。 

 

○世論動向 

・ 世論動向は 1993 年以前には財政赤字の削減に対して、それほど積極的ではなかっ

たが、1993 年度予算から財政赤字の削減に対する要請が高まった。予算では

program spending がかなり抑制された。しかし、世論は国・地方における一層の

支出抑制を要求し、これが後の選挙につながる。具体的な要因としては、以下の４

つが挙げられる。 

・ 第 1 に、財務大臣が困難な状況を国民に説明し、その克服を国民に信じさせようと

した点がある。将来が変化することにより、財政に対する信認度を回復させた（そ

の過程で財政赤字が取り上げられた）。 

・ 第 2 に、市場が景気要因による財政赤字の拡大を問題視した点がある。 

・ 第 3 に、OECDがカナダ財政の悪化を批判したこと。財政による景気刺激策を支持

しなかった。 

・ 第 4 に、世論自体の変化である。1990-91 年における不況では住宅価格が大きく低

下したが、そのため改革気運が盛り上がった。 

 

○1990 年代における構造改革 

・ １）予算作成に際して、より慎重になったこと。財政赤字が発生しないようにクッ

ションを置いたこと。 

・ ２）支出削減 

 

○予算数値の編成過程 

・ これは以下の通りである。1995 年以前には不況などにより財政数値（とりわけ財政

赤字の削減）が達成不能となり、これが信認度の低下に寄与していた。そこで財政

数値の作成を強化することになった。 

・ 第 1 段階は、経済展望（Economic Outlook）であり、ここで実質 GDP成長率、イ

ンフレ率、金利などが設定される。 

・ 第 2 段階は、財政展望（Fiscal Outlook）であり、先の経済展望を前提条件として、

歳入、ベースライン支出、利払いなどが推計される。これは毎年改定される。 

・ 第 3 段階は、慎重要因（Prudence）の導入である。不測の事態が発生しても財政赤

字とならないように余裕をもたせるものである。 

 

○毎年秋における経済見通しの改定と予算 

・ ①民間予測の利用：向こう 5 年間にわたる経済および財政予測値に関する民間予測
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値（20 機関、8 銀行のエコノミスト）の平均を算出。5 年の経済予測は民間に委ね、

政府はそのサーベイのみを行う。なお、GDP 成長率、金利（50-100 ベイシス）に

関する感度分析を行い、リスクケースにおける係数を算出している。経済予測はす

べて民間機関に任せているが、裁量的支出、利払い、州政府への支出移転などの外

生変数については、財務省から民間機関に提示している。 

・ ②民間予測値から、１）不測事態に備え（Contingency Reserve）、２）その他慎重

要因（Extra prudence）の２つを引く。つまり民間予測値よりも財政見通しを低め

に設定させる。景気変動に対してよりフレキシブルな構造にしている訳である。こ

こで 2 年計画において財政赤字の削減目標が達成できないことが明らかになった場

合には、支出削減に対する計画が要請されることになる。 

・ ③：①ひく②から、予算計画における向こう 5 年間の財政黒字を算出値を求める。 

・ ④最終段階：向こう 5 年間の経済･財政展望を前提条件としつつ、向こう 2 年間の

フレームに関する予算決定を行う。 

・ 解説１：1994 年から 1997 年にかけては財政赤字の目標設定に際して、上記の民間

予測から余裕をもった目標値を決める方法を採用することにより、財政赤字が順調

に縮小し、財政に対する信認度の回復に寄与した。しかし、1997 年になると財政余

剰が発生し、逆の信認度問題が新たに発生している。 

・ 解説２：なぜ 2 年しか財政計画を作成しないのか？→1995 年以前には 5 年計画と

していたが、1995 年から 1999 年までは 2 年計画としている。財政改革の目標は、

財政赤字の解消（収支均衡）であり、5 年の目標設定では長すぎる。例えば、アメ

リカでは 10 年目標を作成するが、年金ほかの数値が巨額となり判断に苦しむ部分

が多い。カナダにおける５年計画は議会、委員会、国民に対する説明（相談）資料

である。 

・ 解説３：複数年計画とする理由→財政目標に対する信認度を高めるための情報であ

る。 

 

○秋の予算編成 

・ 上記の財政係数の報告は、カナダでは毎年秋に行われる。財務大臣は上記の数値を

報告することにより、これをプレ・バジェットとして予算編成を開始する。 

・ 議会における財務委員会ではヒヤリングを実施し、12 月に報告書を作成する。議会

では４日間の討論を行うが、すべての経済政策を包括的に扱い、最終的にはおおよ

その方向性について合意を与える。 

 

○財政目標・財政データ 

・ 目標値は絶対値であり、例えば対 GDP 比率といった数値は設定されない。これら

の数値は財政に対する信認度であり、財政改革に貢献しているマーチン蔵相に対す

る信認度ともなっている。 
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・ 支出カットの内訳：利払い費の削減（26％）、義務的支出（Entitlement programs）

の削減（39％）、裁量的支出（Appropriated programs）の削減（35％）である。（な

お、entitlement と Appropriatedの２つを合わせて Program spendingという）。

対 GDP比率でみていくと、プログラム支出は 1990 年ごろには 18％程度であった

が、これが 2000 年には 13％以下にまで低下し、当然に財政黒字に貢献したわけで

ある。 

・ 支出のうち、州への移転支出、雇用保険支払については、いずれも制度改正、基準

改定により 1980 年代に大きく削減させた。 

 

○財政目標におけるボトムアップとトップダウン 

・ ボトムアップ・アプローチ：省庁予算および法令によって認められた支出などを加

算。現状の政策を前提としつつそれに物価調整などを施したカテゴリー別の支出を

積算する。ボトムアップ・アプローチによる数値が、トップダウン・アプローチよ

りも大きいと問題であり、財政収支の均衡のためになんらかの政策を考慮しなくて

はならなくなる。 

・ トップダウン・アプローチ：財政目標を設定して、それに基づいて個別支出を決定。

経済前提に基づいて歳入と利払い費を算出し、その残額から支出可能性を検討する。 

 

○プログラム・レビュー（Program Review） 

・ 1994 年に実施された裁量的支出に対する見直し。1994年までは内閣に 2 つの委員

会が設置され見直し提案がなされつつ、官僚機構がより詳細な見直しを行った。各

省庁に明確な目標を設定した点で貢献したと考えられる。 

・ 今日ではプログラム・レビューは行っていない。1994 年という時期はタイミングが

よかった。1995 年には公務員削減を実施し、これは国民からの財政に対する信認度

の上昇に大いに貢献した。 

・ 6 つの基準（6 テスト） 

１）公共の利益に貢献しているのか 

２）政府が関与すべきことなのか 

３）連邦政府の役割として適当か 

４）パートナーシップなどを考えているのか 

５）効率性の改善を図っているのか 

６）支出可能性 

 

○利払い費に関する改革 

・ 1993 年まではほとんどの国債が 2 年以下の債券であったが、この長期化を図り、そ

れにより金利変動に対する利払い費用の変化をより滑らかにすることに成功した。 

・ 10 年債の金利は 1999 年にかけて低下した。最大の問題は、10 年債金利おけるアメ
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リカ債とカナダ債の金利格差であったが、これも 1997 年には解消（縮小）してい

る。 

 

○財政改革の成果 

・ 以上の経緯を経て、カナダ財政は再建に成功している。1996-97 年度には財政赤字

目標が▲24.3 十億ドルである一方で、実際値は▲9.0 十億ドルであり、この時点で

信認度が回復した、1997-98 年度には財政は黒字に転換している。 

・ 1993-94 年度と 2000-01 年度を比較すると、財政収支の改善（100％）への貢献度

は、歳入 13.5％、プログラム支出 69.9％、利払い 16.6％である。つまり歳出カッ

トが最大の寄与となっている。 

 

○なぜ、財政収支の均衡を目標に置いたのか 

・ １）大きな政府に対する不信感：財政赤字は政府の規模が大きすぎるためという考

え方が広まった。 

・ ２）高い政府債務の水準 

・ ３）高率の税率：カナダの場合にはもっぱらアメリカとの対比から考えられる。北

米の自由貿易協定の締結により、市場が開放され危機感が高まった。 

 

○予算編成における法的な仕組み 

・ 第 1 に、支出計画（spending plan）があり、次年度の裁量的支出が計画される。2

月には後述の予算書が作成される。 

・ 第２に、議会における検討であり、3 月末に政府に対してビジネスプラン（ business 

plan）の作成を要請する 

・ 第 3 に、国家財政委員会（Treasury board）であり、ここでは個別省庁の協力を得

て、プログラムを確定する。向こう３年間の歳出計画（但し、予算要求に留まる）

を作成する。歳出計画が固まるのは 3 月ごろである。 

・ 第 4 に、議会に対しては、議会ルールとして歳出見積書（table estimates）が提出

され、4 月から 6 月の間に議会から承認を得る必要がある。 

 

・ 義務的支出、税制については、法令によって決定される。従って、法令の変更によ

り歳出、歳入を変更することになる。 

・ 裁量的支出については、上記のごとくに作成され、初年度には議会からの承認が必

要とされる。３年計画なので次の年にはローリングが行われる。 

 

○支出に関するいかなる計画・文書が作成されるのか 

・ 予算配分（appropriation）：毎年度 

・ 債務計画：年度はじめである 4 月以前に、計画が整えられなくてはならない。法的
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な要請はないが、債務関連の法律が編成される。 

 

○財務省の役割 

・ 予算に関する事項を所管する 

・ 経済モデルを使用するもの→その他の義務的支出に関する事項：例１）高齢者給付

（人口モデルと CPI 予想より長期予測を行う）、例２）失業手当て（経済モデルに

より給付者を算出する）、例３）州政府に対する健康支出移転（５年ごとに協定を結

び上限を設定する） 

 

（２）経済モデルによる財政シミュレーション 

○予算編成過程における見通し 

・ （既述のとおり）経済見通しおよび財政見通しを作成し、これに基づいて財政余剰

に関する計画を作成し、それより予算編成を行う。 

・ １）経済見通し：民間機関の経済見通しの平均値とする。主要な予測値は、名目・

実質の GDP成長率、インフレ率、金利。 

・ ２）財政見通し：経済見通しに基づいて財政見通しを作成。主要な見通しは、プロ

グラム支出、歳入、利払い費。プログラム支出の主要な内訳は、移転支出（高齢者

手当て、雇用保険など）、直接支出（国防費、人件費など） 

・ プログラム支出の予測方法：ARLU(Annual Reference Level Updated)による。こ

れはそれ以前の授権（うち当年以降に存続するもの）および当年において施される

調整を加味したもの。向こう４年間についてプログラムごとに予測している。 

 

○政府による予算編成 

・ 議会権限：支出に関して議会は、１）特定法（Specific Legislation）、２）予算配分

法（Appropriation Acts）の２つにより決定をすることができる。 

・ 予算計画（Budget Plan）：１）支出計画、２）2 月末の予算書、３）3 月 1 日の支

出見積書（Estimates：青表紙の冊子であり次年度の歳出値が詳細に記される）、４）

3 月末までに予算および優先順位に関する報告がなされる 

・ 補正予算：年度内において２-3 回なされる。予算配分法律（Appropriation Acts）

を改定し、新たな政策、不測の支出を可能にする。 

 

○歳入見通しの立て方 

・ 主要な税目：個人所得税 47％、企業法人税 16％、付加価値税（GST）14％など 

・ 個人所得税の予測：カナダ個人所得税の予測のために中型モデルを構築している。

44 本の方程式からなり、うち 15 本が確率方程式（通常の最小二乗法、非線形推計、

誤差修正モデルなどにより推定）、残りが恒等式である。全体は、１）課税対象所得、

２）連邦税の基本額、３）実際の税収の 3 パートから成る。 
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・ 企業法人税の予測：37 本（うち 17 本が確率方程式）からなる中型モデル。全体は、

１）課税対象所得、２）実際の税収の 2 パートからなる。 

・ 付加価値税の予測：消費支出、公共支出、住宅、企業部門からなる４つの課税標準

をもとに付加価値税収を推計する。その意味でマクロ経済予測値にリンクしている。 

・ 利払い費の予測：債務レベルは 5,892億カナダドルである。債務形態、期間構造、

固定・変動金利別に状況を確認し、これより利払い費を推計している。 

 

○支出モデル 

・ 民間経済予測、海外経済（アメリカ、商品市況）などを条件として、財政支出を推

計している。主な推計項目は、以下のとおりである。１）財・サービス（人件費）、

２）個人への所得移転（高齢者年金、失業給付、児童給付）、３）個人以外へ所得移

転（但し、少額である）、４）企業への補助金（農業、通信）、５）州交付金、６）

利払い費、７）公的固定資本形成。 

 

◆カナダ租税財団ヒヤリング（2002 年 1月 30 日） 

（１）カナダ租税財団の概要 

・ 正式名称は、Canadian Tax Foundation。租税および財政政策に関する研究を行う

機関である。50 年の歴史を有している。 

 

（２）カナダにおける税制改革 

・ 税制改革は過去に継続して行われており、単一の制度改正をもって税制改革という

ことはできない。課税漏れ、各種の控除を徐々に縮小させ、正常な姿に戻したもの

が過去 10 年以上にわたって行われた税制改革であったといえる。 

・ 例えば、1988 年の保守党内閣では、1986 年のアメリカでの税制改革の影響を受け

ている。1988 年の税制改革は歳入中立的であるが、財政赤字の縮小を志向した。具

体的には、１）個人所得税、法人税の税率を引き上げたこと、２）課税ベースを拡

大したことの２つである。概ね不評であった。 

・ 1980 年代は 1986 年を除くとカナダの景気は良くなかったので、税制改革は実を結

ぶことはなかった。これが 1992 年における経済危機により、危機感を国民にもた

らし、1990 年代における改革につながる。この時にはじめて財政赤字と政府債務が、

世論の関心事となった。 

・ 付加価値税（GST）の導入：1991 年に保守党政権により実行された。付加価値税は

1993 年の経済危機によるカナダ中央銀行による高金利政策による不況とあいまっ

て、不人気な政策であったが、1993 年における政府支出のカットに結びついた。 

・ 1990 年代の展開は、経済の好調さに助けられた面がある。社会保障、失業手当など

が自動的に減少した。医療支出は維持したが、道路建設、公務員給与は減額され、

公企業は民営化されている。 
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（３）世論変化の背景 

・ １）情報化によりホワイトカラーの仕事が始めて削減されたこと、２）医療制度の

危機、公務員制度の問題などが強く認識され、政府にはもはや経済を刺激する余力

がないと認識されたためである。これが「財政赤字との闘い」という考え方を生ん

だ。 

・ 財政赤字を主要課題としたことにより、これが政治的な争点となった。そのため財

政赤字が減り続ける限り、政権党の存続が可能となり、そのため財政赤字へのイン

センティブがさらに働き、かつプロパガンダとしても強調されるという展開をみせ

た。 

・ 1993 年の税制改革では、さしたる改革はなされておらず税率の引き下げのみがなさ

れている。つまり主たる税制改革はそれ以前にされていたと考えられる。 

 

◆トロント大学ヒヤリング（2002 年 1月 30 日） 

（１）財政見通しの歴史 

・ 1984 年から 1993 年にかけての保守党政権の時期には、4-5 年の見通しがなされて

いた。毎年の計画では、5 年後にかけて財政赤字が減るという推計がなされ、しか

しその推計が毎年改定されることから、財政赤字がゼロ化する時点が伸びていくと

いう状況にあった。そのため財政に対する信認度が低下した。 

・ 自由党のマーティン蔵相は、この信認度の低下への歯止めを目指した。その第一歩

は予算見通しにおける信認度の回復である。はじめは金融市場における説明を目指

した。計画は 2 年後とのローリングとして、内容はかなりの慎重計画とした。経済

見通しには、「慎重要因（Prudence）」が設定され、具体的には民間予測の平均値か

ら、実質 GDP成長率を 0.5％引き（つまり歳入が減少する）、金利は 0.5％上乗せ（つ

まり支出が増える）した。加えて「不測要因（Contingency Reserve）」として 30

億ドルを設定した。これにより財政目標の達成が保証された。 

 

（２）最近時の計画手法 

・ 財政赤字が黒字に転じるに至って、今度は逆の問題として何のための慎重要因、不

測要因かということになった。そこで不測要因は廃止し、慎重要因のみを残すよう

にした。これが 2000年秋の経済・財政見通しである。また、2001 年秋の見通しで

は慎重要因を縮小させている。このように時々の経済情勢に応じて、財政赤字の縮

小ターゲットを保証する要因を加減している。 

・ 経済モデルによる計画手法：経済モデルの構築は重要ではあるが、すべての要因を

モデルによって解答さすことはできない。分析目的に応じて使い分けるべきである。

例えば、マクロモデルは産業ごとの分析には適さない。 

 



 

 50

② 2001 年予算計画における図表群 

 

図表１‐３‐２ 民間による経済想定（The Budget Plan 2001, Table 4.1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１‐３‐３ 前回見通しからの変更（The Budget Plan 2001, Table 4.2） 
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図表１‐３‐４ 新規施策が財政に与える影響（The Budget Plan 2001, Table 4.3） 
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図表１‐３‐５ 民間による財政見通し（The Budget Plan 2001, Table 4.4） 
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図表１‐３‐６ 民間による歳入見通し（The Budget Plan 2001, Table 4.5） 
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図表１‐３‐７ 民間による歳出見通し（The Budget Plan 2001, Table 4.6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


